
 

インフレスライド条項運用マニュアルの取り扱いについて 

 

令和４年１２月１９日   

 

賃金等の変動に対する工事請負契約書第２７条第６項（インフレスライド条項）運

用マニュアル（暫定版）（令和４年８月）（以下「マニュアル」という。）は下記のとお

り取り扱うこととします。 

 

記 

 

受注者が，工事請負契約書第 27 第６項「請負代金額が著しく不適当となったとき」

には，賃金水準の変更が生じていなくても，物価水準（価格水準）の上昇により請負

代金額の変動額が受注者の負担である残工事費の１％を超え，残工期が２ヶ月以上あ

る場合，インフレスライドを請求することができます。 

したがって，建設資材単価等の物価水準の変動により，インフレスライドの協議を

取り行う場合は，マニュアルの『賃金水準の変更』を『賃金水準や物価水準の変更』

として取り扱うことが出来ることとします。 
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別 紙 

インフレスライド（工事請負契約書第 27 条第 6 項） 


